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要 約

図的:下肢骨折後の蹴骨骨掛度を受傷後早期より測

し，骨折後の骨萎縮発生に及ぼす悶予を検討した。

方法:受傷後8ヶ月未満の片側下肢骨折例の内，

関節周聞の骨折例 (A群:68例)と大腿骨骨折例 (F

群:47例)の計115例そ対象とした。 4週間の間隔で

両側臆骨骨密度をsingleX-ray absorptiometryを

用いて 2回測定し，健患差の健側植に対する百分率

(萎縮率)と骨密度の低下率(萎縮速度)を求めた。

骨萎縮の経時的変化ならびに，同一荷重状態での骨萎

縮の程度を 2群聞で比較した。

結果:患側の萎縮速度は， A群では受傷後早期に最

大となり， F群と比べてより早期より最大の萎縮率に

達した。一方. F群ではA群より避れて萎縮速度が最

大となっていた。同一荷重状態での萎縮速度を比較し

たところ， F群では骨萎縮の発生を認めなかった非荷

量時期lこA群の婆縮速度は最大値に達していた。しか

し，部分荷重時期では婆縮速度は 2群ともほぼ同様と

なり，全荷軍時期には萎縮速度は有意に低下していた。

結論:骨折部位が臨骨近傍のA群でのみ非荷重信時期

より魚、激な骨萎縮が生じていた事より，骨折部周囲の

循斑障害や炎痕などの局所悶子が早期の骨萎縮の発生

に強く関与し骨折部位が踊骨より離れている F群で

は藤れて萎縮の発生安認めた事から，局所困子以外の

力学的要因等による骨萎縮は連れて発生すると考えら

れた。

緒 言

下肢骨折後の骨萎縮が骨折部のみならず，患肢全体

に及び，再骨折や同側下肢の他の部位での骨折の要因

となる事や，全身的lこも骨粗懸症に起因する種々の骨

折の危険事を高める事が報告されている 1 3)。また，

骨折後の骨萎縮が，成人においては受傷後長期間にわ

たり残存し，不可逆的な変化であるとの報告もなされ

ている4)。

骨折後の骨萎縮に関しては，外傷後の著明な骨萎縮

を特徴とする反射性交感神経ジストロフィー (reflex

sympathetic dystrophy: RSD)が四肢骨折後の震

篤な合併症としてよく知られている。早期に診断し適

切な対応を行わなければ，治療の長期化や機能障害を

残す事が多い。そこで，骨折後の骨萎縮が標準的な経

過で発生したのか，また，その稼度に異常がないかど

うかを受儀後早期より判断できれば， RSD等の合併

症の発生を早期に診断できると考えられる。また，骨

折後の骨萎縮の改善には，筋力や荷重などの機能の回

復が影響を及ぼすとされている事より，骨萎縮の発生

とその問復過挫の特徴が明らかとなれば，受傷後の機

能間後の組度を客観的に評価し得ると考えられる。

しかし，骨折後の骨婆縮lこ関する研究では，骨折部

位や測定部位，測定法ならびに観察期聞が興なる為に

臨床的には応用が困難であった。また，観察期間が中

長期の報告がほとんどで，骨折後中期での骨萎縮に閲

する報告5)6)は少なく，骨折後の骨藁縮の発生時期や，

萎縮穏庶の変化の特徴安明らかにした報告はな ~\o

そこで，骨折後の骨萎縮の特徴をとらえる為に，免

荷などの力学的因子と骨折周囲に起こる循環障害や炎

症などの局所因子が骨萎縮の発生とその進行に及ぼし

た影響を解析した。骨密度測定の部位として，多くの

海綿骨を含み，直接の荷重部位にある蹟骨を選び，片

側下肢骨折後早期よりの腫骨骨密度測定を行った。ま

た，骨折の局所因子の影響を検討する為に，骨密度測

定部位からの骨折部位までの距離の異なる，足関節周

Key Words : bone mineral density， fracture， bone atrophy， calcaneus 
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囲の骨折症例と大腿骨骨折症例の比較検討を行った。

方 法

1)対象症例

1998年 1月より 3ヶ月の期間に経過観察されていた，

片側下肢の初回骨折症例の内，受傷後8ヶ月までで，

骨折の部位が足関節の周囲または大腿骨であった症例

のみを調査対象とした。腫骨骨折例や開放骨折症例は

除外し，再手術症例や後に遷延治癒と診断された症例

も調査より除外した。

調査対象として，女性55例，男性60例の計115症例

が選ばれ，その平均年令は44.4才であった。骨折部位

別に，足関節周囲骨折症例をA群，大腿骨骨折症例の

F群として 2群聞の比較を行った。

A群は女性34例，男性34例の計68例で，平均年令は

44.3才であった。骨折の内訳は，外果骨折26例，両果

骨折14例，内果骨折12例，腔骨遠位部骨折8例，三果

骨折8例，であった。 47例 (69.1%)に対して骨接合

術を施行し，転位の少ない外果骨折11例，内果骨折5

例，両果骨折 3例，腔骨遠位部骨折 2例の計21例

(30.9%)に対してギプス固定による保存的治療を行っ

fこ。

F群は，女性21例，男性26例の計47例で，平均年令

は44.5才であった。 F群の内訳は，大腿骨の骨幹部骨

折25例，頚部骨折10例，頼上部骨折6例，頼部骨折6

例であった。 45例 (95.7%)に対して骨接合術を施行

し外固定は行わなかった。転位の小さな大腿骨頼部骨

折2例のみギプス固定による保存的治療をおこなった

(表 1)。

表 対 象 症 例

A群 F群 全体

女性 34 21 55 

男性 34 26 60 

計 68 47 115 

平均年令 44.3 44.5 44.4 

手術症例(%) 47(69.1%) 45(95.7%) 92(80.0%) 

荷重開始時期(週)

部分荷重 4.9 4.5 4.7 

全荷重 8.5 8.8 8.6 

各症例について性別，年令，身長，体重ならびに，

第1回目の骨密度測定時における受傷後の日数と患肢

の荷重状態を記録した。受傷後の期間を 2ヶ月毎の 4

期間lこ分けると，受傷後2ヶ月までが52症例 (45.2%)，

4ヶ月までが27症例 (23.5%)， 6ヶ月までが20症例

(17.4%)， 8ヶ月までが16症例(13.9%)であった。

また，第 l回目の骨密度測定時の患肢の荷重状態より

症例を 3群に分類したところ，非荷重群39例 (33.9%)，

部分荷重群25例 (21.7%)，全荷重群51例 (44.4%)

となっていた。

2)骨密度測定

両側腫骨の骨密度はsingleX-ray absorptiometry 

(SXA: OsteoAnalyzer， DOVE mechanical system， 

Hawaii)を用いて測定した。測定は，同一症例に対

して 4週間の間隔をあけて 2回行った。

第1回目の測定結果より健患差の健側骨密度に対す

る百分率である萎縮率(%)を求めた。また 2回の

測定結果より，腫骨骨密度の 1ヶ月あたりの変化量を

第 1回目の骨密度に対する百分率で表し，健側，患側

それぞれの萎縮速度 (%/month)を算出した。な

お，健側に比べて，患側の骨密度が低下した場合に萎縮

率を正の値とし，また，骨密度の萎縮速度は骨萎縮傾

向を正の値として表現した。

3)統計学的解析法

l，腫骨骨密度に及ぼす因子の解析

骨折後の腫骨骨密度に及ぼす性別，年令，身長，体

重ならびに受傷後の期間の影響を解析するために，各

因子を説明変数とし，健側と患側骨密度，萎縮率なら

びに健側と患側の骨密度の萎縮速度をそれぞれ目的変

数とした重回帰分析を行った。

2，受傷後期間による骨萎縮の比較

骨折後の腫骨骨密度の変化に及ぼす受傷後期間と骨

折部位の影響を解析するために，受傷後の期間と骨折

部位を独立変数とし，萎縮率と萎縮速度を従属変数と

した 2元配置分散分析を用いて解析したo また，各群

それぞれの経時的変化は 1元配置分散分析で検討し，

同時期におけるA群と F群の違いは対比を用いて解析

した。

3，患肢荷重状態による骨萎縮の比較

骨折後の腫骨骨密度の萎縮率ならびに萎縮速度に及

ぼす患肢の荷重状態と骨折部位の影響を解析するため

に，荷重状態と骨折部位を独立変数とする 2元配置分

散分析を行い， A群と F群それぞれでの荷重状態の影

響を 1元配置分散分析で検討し，同一荷重状態での 2

群の比較は対比を用いて解析した。なお，危険率5%

をもって統計学的に有意と判断し 1元配置分散分析

の多重比較試験には， Fisher's PLSD法を用いた。

結 果

l，撞骨骨密度に及ぼす因子の解析(表 2)

健側ならびに患側腫骨骨密度は性別，年令，体重な

らびに受傷後の期間の影響を有意に受けており，その

(42) 
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表 2:重回帰分析結果(各因子の回帰係数)

健側骨密度 患側骨密度 萎縮率 患側萎縮速度

(g/cnf) (g/cnf) (%) (%/month) 

性別 39.0( 4.6)・ -51.8( 5.5) * 3.75( 1.89) 1.31 ( 0.85) 

年令(才) -3.2(53.3) * * * -3.8(49.9)・.事 0.14( 4.76)* 0.06( 2.56) 

身長 (cm) 2.2( 2.3) -0.5( 0.1) 0.48( 4.90)・ 0.12( 1.21) 

体重 (kg) 2.4( 7.2)事事 2.0( 3.5) 0.03( 0.04) 0.003(0.002) 

受傷後期間(年) -74.8( 5.4) * -194.2(24.4)事$事 31.8(42.2) * * * 10.607.0)*事$

相関係数 0.87 0.82 0.58 0.41 

分析精度 (p値) 0.0001 0.0001 0.0001 0.0012 

性別:男性=0，女性=1 ( )内はF値・:p<0.05， * * : p<O.01， *事事:p<O.OOO1 
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図骨密度と受傷後日数との相関(単回帰分析)

相関係数は健側で0.87，患側で0.82と強い相関を示し

た。また，各因子の回帰係数より，女性で年令が高い

事や受傷後日数の増加に伴い骨密度は低下し，体重が

大きいほど骨密度が高い傾向を認めた。各因子と骨密

度の相関はF値の比較より，年令が健患側共に最も強

い相関を示したが，受傷後日数と骨密度の相関は健側

に比べて患側でより強い事が明らかとなった(図1-a，

-b)。
骨密度の萎縮率ならびに患側骨密度の萎縮速度は性

別，年令，体重ならびに受傷後の期間を因子とした重

回帰分析で有意な相関を認めたが，その相関係数は萎

縮率で0.58，萎縮速度で0.41であり，骨密度との相関

に比して低かった。また，有意の相関を認めた因子は，

萎縮率に関しては年令，身長と受傷後期間であったが，

明らかに受傷後日数との強い相関を認め，受傷後の経

過と共に萎縮率が増加していた(図 2-a)。また，患

側の萎縮速度は，受傷後期間のみとの有意な相関を認

め，受傷後の経過に伴い萎縮速度が低下していた(図

2 -b)。
2，受傷後期間による骨萎縮の比較

萎縮率は受傷後期間と骨折部位に影響を受け，さら

に，交互作用も認められた(図 3-a)。また，萎縮速

度は，受傷後期間の影響を受け，骨折部位との交互作

用も認められた(図 3-b)。同時期における 2群の差

を検討したところ，萎縮率は，受傷後期間2ヶ月より

4ヶ月の期間においてF群に比べてA群で大きかった。

また，患側の萎縮速度は受傷後 2ヶ月までの期間にお

いて有意にA群で大きし受傷後 4ヶ月より 6ヶ月の

期間においては，有意にF群での萎縮速度が大きかった。

さらに，各群それぞれで受傷後の期間による萎縮率

と萎縮速度の比較を行うと， A群では，萎縮率は受傷

後2ヶ月までの時期が最も小さしそれ以降の時期で

はほぼ同様の値となり，その聞に有意差を認めた。萎

縮速度は受傷後2ヶ月までの期間が最も大きく，以後，

受傷後6ヶ月までの期間に経時的な萎縮速度の低下を

認めた。 F群では萎縮率は，受傷後2ヶ月までと 4ヶ

月までの期間で，それぞれ以降の期間より有意に小さ

く 4ヶ月以降の期間で大きく増加を認めた。萎縮速

度は受傷後 2ヶ月より 4ヶ月の期間が最も大きく，以

後低下傾向を示した。

(43) 
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図2:骨萎縮と受傷後日数との相関(単回帰分析)

3，患肢荷重状態による骨萎縮の比較

萎縮率は荷重状態のみの有意な影響を認めたが(図

4 -a)，萎縮速度では，荷重状態の影響と，骨折部位

と荷重状態の交互作用を認めた(図 4-b)。同一荷重

状態におけるA群と F群の違いを検討したところ，萎

縮率は，全荷重状態においてのみ差を認め， F群に比

べてA群で有意に大きかった。また，萎縮速度は，非

荷重状態において差を認め， F群に比べてA群で有意

に大きかった。

さらに，各群それぞれで荷重状態による萎縮率と萎

縮速度の比較を行うと， A群においては，萎縮率は非

荷重状態が最も低く，他の荷重状態との聞に有意差を

認め，萎縮速度は非荷重?部分荷重状態では同様であっ

たが，全荷重状態で有意に小さかった。また， F群に

おいても， A群と同様に萎縮率は非荷重状態が最も小

さかったが，萎縮速度は部分荷重状態で最も大きかっ

fこ。
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* a 他の全ての時期と有意差有り

* b 4ヶ月以降の時期と有意差有り

* c 6ヶ月以降の時期と有意差有り

考 察

片側下肢骨折直後から 8ヶ月までの受傷後早期に生

じた腫骨骨密度の変化を観察した。

下肢骨折後でも腫骨骨密度と性別，年令，体重との

相関を認め，非骨折例での諸家の報告7-9)と同様であっ

たが，さらに，受傷後の期間との相関が患側のみなら

ず，健側にも弱い相関ではあるが認められ，その回帰

係数が年令の回帰係数よりも年換算すると大きい事よ

り，片側下肢骨折後には健側の蹟骨骨密度にも加齢変

化以上の低下が生じると考えられた。また，腫骨骨密

度と腰椎やその他の部位での骨密度との相関が報

告8)9)されていることから，片側下肢の骨折後にも全

身的な骨萎縮が起こる可能性が示唆された。

さらに，患側の腫骨骨密度と受傷後の期間の聞に強

い相関を認め，その回帰係数は性別や年令，体重と比

(44) 
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べても極めて大きく，下肢骨折後早期での患側蹟骨骨

密度には極めて大きな骨折の影響が及ぶと考えられた。

また，骨折後の患側の骨密度低下は，今回の観察期間

では明らかな改善は認められず，受傷後6ヶ月から 8

ヶ月の期間においても平均16.4%の萎縮率が残存して

し、fこ。

一般に外傷後の骨萎縮に関しては，外傷後には骨形

成と骨吸収の代謝が冗進するが，骨吸収の方がより冗

進するために骨塩量の減少が生じると報告されてい

る附九しかし，この不均衡が生じる原因としては，

Kannusら1勺ま，外傷後に副腎皮質ホルモンなどのス

トレスホルモンの分泌が更新して生じる事や，手術侵

襲によって骨の再構築が妨げられる事，治療や術後の

外固定や長期の免荷などの 3点を挙げ， Jarvinenらω

は，外固定，下肢機能の低下，非荷重，年齢と性別の

4要因を挙げて，非荷重が最も重要な要因であると考
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察している。

そこで，骨折後早期に起こる骨萎縮の特徴を捕らえ

る為に，健側と患側の腫骨骨密度の萎縮速度を求めて

検討した。萎縮速度の平均は健側の0.23%/month

に比べて，患側では2.55%/monthと約10倍の値を

示した事より，年令や性別，体重などの症例毎に異な

る因子の影響を除外するために，患側の骨萎縮度を健

側の骨密度を基準とした萎縮率で評価した。また，骨

折後の骨萎縮に及ぼす種々の要因のなかで，免荷など

の力学的因子と骨折部位の局所因子に注目して，海綿

骨を約90%含み，荷重の伝達を行う腫骨の骨密度が最

も力学的変化の影響を受けやすいと考えて撞骨を測定

部位とし，また，局所因子の及びやすい足関節周囲の

骨折例とその影響を受けにくい大腿骨骨折例の比較に

より局所因子の影響を解析した。

その結果，下肢骨折後の腫骨に生じる骨萎縮には，

明らかな骨折部位の違いによる特徴が認められた。即

ち，骨萎縮の速度は， A群では受傷後早期で最大を示

したのに対して， F群では約2ヶ月遅れて認められた。

また，下肢骨折後の荷重状態による影響を考慮して 2

群を比較したところ，非荷重状態においてはF群で有

意な骨萎縮の発生を認めなかったが， A群では既に大

きな萎縮速度を有していた。骨萎縮率も同様に，その

最大値はA群では受傷後 2ヶ月から 4ヶ月までの期間

に認められたのに対して， F群では 2ヶ月遅れて認め

られた。一方，骨萎縮の改善傾向，即ち，骨密度の増

加傾向は，受傷後8ヶ月までの観察期間では明らかで

はなかった。しかし，萎縮速度が最大値を示した後は，

2群共に萎縮速度の有意な低下が認められ，骨密度の

回復傾向の表れであると考えられた。

A群では，受傷後早期より大きな萎縮速度を示した

が，炎症に伴う種々のサイトカインが破骨細胞を刺激

して骨吸収を高める事などが近年報告14ー19)されている

事から，骨折周囲の炎症が撞骨に波及して骨萎縮を引

き起こした為に受傷後早期の著明な骨萎縮が発生した

と考えられた。一方， F群における受傷後4ヶ月での

萎縮速度は， LeBlanc20
)らが報告した17週間の床上で

の免荷実験結果での腫骨骨塩量の萎縮速度に近く， F 

群における蹟骨骨密度の早期変化は，主に免荷や非活

動21)などによる力学的要因により生じたと考えられた

が，受傷後早期の非荷重状態では明らかな骨萎縮の発

生が認められず，後に部分荷重時期より骨萎縮の発生

を認めた事から，力学的な徐負荷のみが骨密度に影響

を発現するのには時間を要すると考えられた。

さらに，骨折後の骨密度増加には，局所における循

環の改善，荷重，下肢筋力などの下肢機能の改善22-24)

や，手術固定材料の除去25)などが影響する要因である

(45) 
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表3:骨密度の萎縮率と萎縮速度の平均値

足関節周囲骨折 (A群) 大腿骨骨折 (F群)

骨萎縮率 患者萎縮速度 骨萎縮率 患者萎縮速度

(%) (%month) (%) (%month) 

非荷重時期 3.7( 6.4) 5.3(7.4) 0.16( 4.7) 0.39(2.3) 

部分荷重時期 12.6(19.9) 5.3(8.4) 11.9(20.3) 5.5(8.0) 

全荷重時期 16.1(20.0) -0.74(1.1) 9.7(14.0) 0.31(1.4) 

( )内は 95%信頼区間上限値

と報告されているが，部分荷重ならびに全荷重状態に

おいては 2群聞の骨萎縮速度に差を認めなかった事か

ら， A群においては荷重開始の時期には炎症などの局

所因子が改善し，その影響がほぼ消失したと考えられ

る。

臨床的に合併症などの問題を認めなかった症例での

検討より，下肢骨折後の早期における骨萎縮の発生の

時期や速度が骨折部位により異なり，また，何れの部

位の骨折においても，最大の萎縮速度を認めた後には

有意な萎縮速度の低下が起こる事が明らかとなった。

我々の検討の結果から，受傷後の各時期における萎縮

率と萎縮速度の平均値と95%confidentia1interva1 

の上限を表3に示すが，骨折後の腫骨骨密度測定にお

いて，萎縮の程度が我々の結果より逸脱する場合は，

反射性交感神経ジストロフィ一等の合併症を考慮し，

また，荷重開始後の萎縮速度を観察すれば，客観的な

患肢の機能改善の指標となり得ると考えられた。
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in lower extremity 
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ABSTRACγ 

Purpose: The clinicopathology of the post-traumatic bone atrophy has not been fully 

investigated. The mode and magnitude of bone atrophy following a fracture in lower 

extremity were investigatedusing calcaneal bone mineral density (BMD) measurement. 

Materials and Methods: One hundred fifteen patients with an unilateral fracture either 

around ankle joint (group A 68 cases ) or in the femur (group F 47 cases ) were subjected 

for this study. The BMD of bilateral calcanei were measured twice with 4 weeks of time 

interval using a single X-ray absorptiometry. Both side-to-side difference (%) and rate of 

change (%/month ) in BMD were evaluated . The influence of the fracture location on the 

BMD change was analyzed by comparing these parameters between group A and F. This 

comparison was performed using two-way factorial ANOV A among either 4 different time 

duration or 3 different weight bearing statues. 

Results: Both side-to-side difference and rate of change had a significant correlation to the 

duration after the injury (pく0.0001).The significant drop in side-to-side difference was found 

at early phase in both groups. But it was delayed 2 months in group F. The rate of change 

was found to have different time course between group A and F. In group A，the rate of 

change was significantly higher than group F at the initial 2 months and with non句 weight

bearing status. Once the rate of change reached the maximum value，it decreased gradually in 

both groups. Nevertheless，obvious restoration in BMD was not found within 8 months after 

the fracture. 

Conclusion: The mode and magnitude of bone atrophy was found to be affected by the 

fracture locations. The difference in local factors such as inflammation and circulation change 

might be a possible reason for the difference in the initial bone atrophy. 
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